
地域の実情を踏まえた地域医療構想(ビジョン)
の策定について

【担当省庁】厚生労働省

京都府においては、医療法等の改正法案に基づき、平成27年度か

らの地域医療構想（ビジョン）の策定に備え、プロジェクトチームを

設置し、検討を開始したところであるが、実効性あるビジョンを策定

するため、以下の措置を講じていただきたい。

地域の実情を踏まえた地域医療構想（ビジョン）の策定
◆ ビジョンを実効性あるものにする制度設計は国の責務であり、ビ

ジョンの策定に当たっては、高度急性期等の機能別病床数の必要

量算定基準等を早期に提示していただくとともに、二次医療圏ご

との必要病床数については、都道府県が独自に加算等の対応がで

きるよう、弾力的な制度としていただきたい。

◆ 地域の実情を踏まえたビジョンを都道府県が速やかに策定できる

ようにするため、診療情報等のデータを早期に提供いただくとと

もに、データの提供に当たっては、都道府県が圏域内の疾病構造

や医療提供体制など包括的なデータを適宜把握できる仕組みとし

ていただきたい。

地域医療構想(ビジョン)の実現のための新たな財政支援制度

(基金)に複数年度の事業執行を可能とする仕組みを導入
◆ 今年度、 が創設されることとなっ新たな財政支援制度（基金）

ているが、ビジョンの実現には、年度をまたいで継続的に実施す

る必要性が高い医師派遣事業など単年度では計画・事業実施が困

難なものがあるため、 とする複数年度の事業執行が可能な仕組み

とともに、事業の中間評価を踏まえた見直しを可能とするなど、

弾力的な仕組みとしていただきたい。
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＜現状・課題等＞

◎ 新たな財政支援制度（基金）の財源構成・対象事業

総額：９０４億円

国費：６０３億 都道府県費：３０１億

消費税分：５４４億 上乗せ分：３６０億

（ ）（国：363億 都道府県：181億） 国：240億 都道府県：120億

○ 病床の機能分化・連携のために必要な事業

○ 在宅医療・介護サービスの充実のために必要な事業

○ 医療従事者確保・養成のための事業

＊ただし、介護事業については平成27年度から適用

◎ 新たな財政支援制度（基金）のスケジュール
平成26年 7月：国において交付要綱等発出

9月：都道府県が計画を国に提出

11月：国の交付決定

（平成27年４月：基金事業開始）
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【京都府の担当部局】

健康福祉部 医療課 075-414-4741


